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１ 施設の目的 

⑴ 施設の設置目的 

高齢者・女性等が家族や地域社会とのつながりを保ち、地域社会の一員として健康で

文化的な生活を送るために、農林産物の生産、加工、販売活動をとおして生きがい活動

の拡充と就業機会を創出することを目的とする。 

 

⑵ 事業者等に求める施設の管理運営や方向性 

・地域産品の販売や加工品の開発、販売を通して、地域の活性化に寄与する 

・地域住民の生きがい発揮の場としての役割を果たすとともに、生産者の生産意欲の高

揚を図る 

・持続可能な事業運営のため、施設及び地域の担い手の育成を図る 

 

２ 施設の概要 

⑴ 施設の名称 

周南市大潮田舎の店 

 

⑵ 施設の所在地 

周南市大字大潮１３８６番地の６ 

 

⑶ 施設の沿革 

平成１４年３月２９日に建築。 

平成１８年度に指定管理制度を導入し、大潮地区活性化推進協議会が管理している。 

平成２４年には、利用者のための休憩室が指定管理者により増築された。 

 

⑷ 施設の規模 

ア 敷地面積  ３，４５９㎡ 

イ 延床面積 ２３４．３２㎡ 

ウ 建物概要 

     木造１階 

     研修室、大豆加工室、菓子加工室、総菜加工室、屋外トイレ、ポンプ室 

 

⑸ 利用できる日及び時間 

①利用できる日 

１月４日から１２月２８日までとする。 

②利用できる時間 

午前８時３０分から午後１０時までとする。 

 

⑹ 備考 

 災害時の緊急避難場所と避難所を兼ねる。 
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３ 申請期間 

令和３年９月１５日（水）～令和３年９月２４日（金）の１７時１５分までに必着（郵

送可） 

 

４ 質問の受付等 

  申請要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

 ⑴ 受付期間 

 令和３年９月９日（木）～令和３年９月１０日（金）の１７時１５分まで 

 

 ⑵ 受付方法 

質問票（別紙１）に記入のうえ、提出してください。なお、ＦＡＸ又は電子メール

での提出も受け付けます。 

ＦＡＸ番号：０８３４－２２－８３７５ 

電子メール：norin＠shunan.lg.jp 

 

 ⑶ 回答方法 

 令和３年９月１３日（月）～令和３年９月１４日（火）にＦＡＸ又は電子メールで

回答します。 

 

５ 管理の条件 

 ⑴ 申請資格 

ア 周南市内に事務所を置く法人又は団体 

イ 法人又は団体で、施設管理業務が可能で、施設管理に関する豊富な知識、経験を

有し、又熱意があること。 

ウ 法人若しくは団体又はその代表者が、次に該当する場合は申請できません。 

・法律行為を行う能力を有しない場合 

・破産者であって復権を得ない場合 

・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準

用する場合を含む。）の規定により、周南市における一般競争入札等の参加を制限さ

れている場合 

・申請期間の初日前２年間で、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある場合 

・申請期間の初日前２年間で、指定管理者の指定の手続において、その公正な手続

を妨げた場合又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合

した場合 

・国税、県税又は市税を滞納している場合 

・暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２項に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成

員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統



3 

 

制下にある法人等である場合 

 

 ⑵ 指定管理者が行う業務 

管理業務仕様書のとおりとします。 

 

 ⑶ 利用料金制度 

周南市大潮田舎の店は利用料金制度を採用しますので、指定管理者は、施設の利用料

金を自らの収入として収受することができます。なお、利用料金の額は、周南市大潮田

舎の店設置及び管理に関する条例に規定する範囲内で、市長の承認を受けて指定管理者

が定めるものとします。 

また、指定管理者は、市があらかじめ示す基準によるもののほか、公益上特に必要が

あると認めるときは、市と協議の上、利用料金を減免又は変更することができます。 

 

⑷ 関係法令の遵守 

ア 管理業務を行うにあたっては、次の関係法令を遵守してください。 

・周南市大潮田舎の店設置及び管理に関する条例、同施行規則 

・周南市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例、同施行規則 

・地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

・労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

・個人情報保護法 

・周南市個人情報保護条例 

・周南市暴力団排除条例 

・その他業務を遂行する上で、関連する法令や技術規範等がある場合は、それらを

遵守してください。 

イ 施設設備及び物品の維持管理は適切に行ってください。 

ウ 施設の運営に関して、必要な情報公開を積極的に行うことにより、市民、利用者

の信頼を得るよう努めてください。 

 

 ⑸ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間） 

 

 ⑹ 指定管理料 

施設の管理に要する経費に充てるため、周南市は指定管理者に対し指定管理期間に

次の金額を上限として指定管理料を払います。 

指定管理料上限額（５年間）６，６１０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

ア 申請時に、収支計画書等で明記してください。 

イ 年度の予算の範囲内において、年度ごとの個別協定により決定し、業務履行年度

ごとに支払います。（協定は、指定の期間を通した基本協定と年度ごとの個別協定の

２種類結びます。）細目的事項については、協議のうえ協定で定めます。 
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ウ 法人格のない団体であっても指定管理者となることで、法人税等の納税義務者と

なる場合があります。 

 

 ⑺ リスク分担等に関する事項 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、適正な施設の管理運営が困難となった

場合、又はそのおそれが生じた場合は、周南市は、指定管理者に対して改善勧告を

行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合に

おいて、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったときには、周南市

は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

イ 指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく施設の管理運営の継続が困

難と認められる場合は、周南市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

ウ ア又はイにより指定管理者の指定を取り消された場合には、指定管理者は周南市

に生じた損害を賠償しなければなりません。 

エ 管理業務に関するリスク分担については、仕様書「リスク分担表」のとおりとし

ます。 

 

 ⑻ 事業報告について 

ア 毎月終了後、その月の管理の業務に関する事業報告をしてください。 

イ 毎年度終了後４０日以内（指定管理者の指定を取り消されたときは、その取り消

された日の翌日から起算して４０日以内）に、その年度の管理の業務に関する事

業報告を周南市の指定する様式又はその要件を満たす書類によりしてください。 

 

 ⑼ 指定管理者評価制度について 

条例や協定に基づく適切なサービスの実施、業務改善による管理運営の適正化を

図ること等を目的として、指定管理者の評価を実施します。 

 

 ⑽ 公共施設の再配置について 

周南市では、行財政改革をより積極的に推進するため、「公共施設の再配置」に本

格的に取り組むこととしており、この取り組みが進捗した場合は、指定管理期間中に

施設を廃止することがあります。 

その場合において、周南市は、事前に指定管理者と協議を行います。 

 

 

 

 

 

６ 申請の手続き等 

⑴ 提出先 
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〒７４５－８６５５ 周南市岐山通１－１ 

周南市農林課 ６次産業化・地産地消担当 

電 話 番 号：０８３４－２２－８３６９ 

ＦＡＸ番号：０８３４－２２－８３７５ 

電子メール：norin＠shunan.lg.jp 

 

⑵ 提出方法 

郵送又は持参 

 

⑶ 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類を周南市に提出してください。 

ア 指定管理者の指定申請書（様式第１号） 

イ 最近１年間の団体の国税、県税及び市税の納税証明書並びにその代表者の国税、

県税及び市税の納税証明書 

ウ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

エ 団体の概要を示す以下の書類 

・沿革・実績を示す書類 

・役員の構成及び氏名を証する書類 

・組織及び運営に関する事項を記載した書類 

・決算関係書類又は決算見込みを説明する書類 

オ 施設の事業計画書（様式第２号） 

カ 役員名簿（様式第３号） 

・作成に当たっては、「提出書類作成要領（別紙２）」を参照してください。 

・周南市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

申請者は、正本１部を提出してください。 

 

 ⑷ 著作権の帰属等 

事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、周南市は、指定管理者

の選定、決定、公表その他必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用できる

ものとします。また、提出された書類については、周南市情報公開条例（平成１６年

周南市条例第３６号）の規定により不開示とすべき箇所を除き、開示されることがあ

ります。なお、提出された書類は理由のいかんにかかわらず返却しません。 

 

 ⑸ 費用の負担 

   申請に要する経費は、申請者の負担とします。 

 

７ 審査項目・配点 

指定管理者候補者の選定に当たっては、申請の内容について、以下の審査基準に基づ

いて審査します。 
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【1次審査】 

 ⑴ 絶対的条件（２０点） 

ア 応募資格 

イ 管理運営の基本方針（施設の目的、市民の平等利用等に対する考え方） 

 ⑵ 経営能力（５０点） 

 ア 申請団体の経営能力（事業実績・経営状況・専門性） 

 イ 管理運営について 

  ・関係法令及び条例の規定を遵守し、適切な管理ができること。 

・情報公開、個人情報の保護 

  ・サービス向上への取組み 

・利用者からの要望、意見（苦情を含む）の集約方法、実施方法及び体制 

  ・事故が起きた場合の対応策 

・地震、火事、その他災害等の緊急体制と対応策 

・災害時の避難場所としての周南市との連携体制 

 ⑶ 事業計画書（１３０点） 

ア 施設に関する考え方（目的への理解度・目標設定・運営理念） 

イ 施設の振興方策 

ウ 公民協働についての認識、基本的考え方（住民、地域団体、法人又は団体と周

南市の協働及び連携） 

 エ 施設の利用促進等への提案 

 オ 施設の管理運営体制 

  ・組織体制 

  ・職員数と職員の業務内容、資格等 

  ・人材育成 

  ・平日、土曜日、日曜日及び休日の職員の配置人数 

  ・適正な業務委託（再委託を予定している業務内容、委託する理由、選定方法、

受託者への指導体制） 

カ ICT 化への対応 

キ その他、円滑な施設運営に当たっての提案 

ク 利用者要望・意見の集約と対応 

 ケ 事業計画書（予算、収支、業務の実施について） 

 

【2 次審査】 

 ⑴ 施設の設置目的の理解（２０点） 

 ⑵ 目標管理（２０点） 

 ⑶ 公共性の担保（２０点） 

 ⑷ 独自の工夫によるサービスの向上（３０点） 

 ⑸ 施設管理（２０点） 

 ⑹ モニタリング（２０点） 
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 ⑺ 収支計画（２０点） 

 

８ 審査結果の公表 

  審査結果は、指定管理者候補者の決定後、周南市公式ホームページで公表します。 

【審査結果の公表事項】 

 ⑴ 申請要項及び業務仕様書 

 ⑵ 審査会設置要綱 

 ⑶ 審査結果（候補者の名称、評価点（合計点及び審査項目点）、選定理由） 

 

９ 指定管理者の指定手続 

 ⑴ １次審査（書類審査） 令和３年１０月上旬予定 

   申請者には、結果を文書にて通知します。 

 

 ⑵ ２次審査（プレゼンテーション審査） 令和３年１０月中旬予定 

 

 ⑶ 指定管理者候補者の選定 

 

 ⑷ 結果通知 

   ２次審査の結果を文書にて通知します。 

 

 ⑸ 指定管理者の指定 

  周南市議会による指定の議決を経て、指定通知書により通知します。（令和３年１２

月下旬の予定） 

 

 ⑹ 指定の期間を通した基本協定を結びます。 

 

 ⑺ 各年度当初予算議決後、年度ごとの個別協定を結びます。 

 

 ⑻ 保証金について 

この協定の保証金については、周南市契約事務規則（平成１５年周南市規則第５

１号）第４８条の規定を準用します。（免除については同条第３項の規定を準用しま

す。） 

 

10 指定管理者の公表 

  周南市公告式条例の規定により公告し、かつ本庁及び各総合支所の情報公開・個人情

報保護の窓口に据え置きます。また、周南市広報及び周南市公式ホームページに掲載し

ます。  
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11 指定管理準備業務 

  指定管理者として指定された法人等は、サービス水準の維持を図るため、令和４年２

月２日（予定）から令和４年３月１５日の間に、周南市と十分協議のうえ、円滑に移行

できるよう必要な準備を進めてください。  

 

12 今後の主なスケジュール 

 

    日    付      内       容 

令和３年９月６日（月） 

   ～９月８日（水） 
申請要項交付期間 

令和３年９月９日（木） 

   ～９月１０日（金） 
質問事項受付期間 

令和３年９月１３日（月） 

   ～９月１４日（火） 
質問事項回答 

令和３年９月１５日（水） 

   ～９月２４日（金） 
申請期間（申請書受付期間） 

令和３年１０月上旬（予定） １次審査の実施 

令和３年１０月中旬（予定） ２次審査（プレゼンテーション）の実施 

令和３年１２月議会（予定） 指定管理者の議決 

令和３年１２月下旬（予定） 指定管理者の指定 

 



9 

 

（別紙１） 

質  問  票 

  

周南市長 様 

 

団体名               

担当者名              

連絡先 （電 話）         

   （ＦＡＸ）         

 

  質 問 項 目     質  問  内  容 
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（別紙２） 

提出書類作成要領 

 

１ 指定管理者指定申請書 

  周南市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１７年

周南市規則第３１号。以下「規則」という）別記様式第１号の指定管理者指定申請書 

 

２ 法人にあっては法人登記事項証明書 

 

３ 最近１年間の、法人又は団体の国税、県税及び市税の滞納がないことを証する証明書

並びにその代表者の国税、県税及び市税の滞納がないことを証する証明書 

  申請日前３箇月以内に交付されたものを提出すること 

 

４ 定款、寄附行為、規約又はこれに類する書類 

  申請日現在のものを提出すること 

 

５ 法人又は団体の概要を示す書類 

（１）沿革・実績を示す書類 

    法人又は団体の概要が分かる任意様式の書類やパンフレット、これまでの取組み

実績等 

 （２）法人又は団体の役員の構成及び氏名を証する書類 

 （３）組織及び運営に関する事項を記載した書類 

（４）決算関係書類又は決算見込みを説明する書類 

ア 提出書類を提出する日の属する事業年度の前事業年度及び前々事業年度の事

業報告書、財産目録、貸借対照表、収支計算書 

イ 過去５年間で法令に基づく監査の結果及び指導事項等に対する対応状況等に

関する書類があれば、その書類 

 

６ 施設の事業計画書（規則別記様式第２号の事業計画書又はこれに準ずる様式） 

  以下の項目について記載すること 

 （１）周南市の条例等の規定による施設の目的についての認識、考え方 

 （２）運営の理念 

 （３）施設目的及び活動の振興方策 

 （４）この施設を中心とした地域活動支援方策 

 （５）今後の運営に当たっての提案等 

 （６）運営に当たっての目標 

 （７）職員採用、配置の考え方 
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ア 指揮、命令系統を示した組織図（配置職員数と業務内容もわかるようにするこ

と） 

   イ 平日、土曜日、日曜日及び休日の職員配置を示す書類  

   ウ 災害時の避難場所としての周南市との連携体制を示す書類 

（８）人材育成、研修計画 

 （９）高度情報化社会への対応（ＩＣＴ化への対応）方策 

 （１０）円滑な施設運営についての考え方（質の高い利用者サービスを確保しつつ、円

滑な運営を行うための提案等） 

 （１１）利用者からの要望、意見（苦情を含む）の集約方法、実施方法及び体制 

  (１２）委託予定業務（再委託を予定している業務内容、委託する理由、選定方法、受

託者への指導体制） 

  (１３）年度ごとの施設管理及び事業運営経費の収支計画書（周南市が指定管理料とし

て支払う部分については必要上限額を参考） 

   自然災害その他公の施設としての占用使用又は老朽化等の原因により使用不能にな

ったときの対応も明記すること 

   委託予定業務がある場合は、項目と金額を明記すること 

(１４）指定管理業務を実施するに当たり必要な準備業務に係る実施計画 

 

７ 役員名簿（別紙様式第３号又はこれに準ずる様式） 

 

 

 

 


